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八王子市において、長期滞在が見込まれる外国人人口は増加している。そうした中で、外国籍の子供に焦

点を当てた時、八王子市では低頻度の日本語学習などしか政策を行っていない。そこで、先進的な自治体

の教育施策とフィールドワークで得た視覚を基に、多文化共生のための教育環境の改善を提案する。 
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１． はじめに 

令和 4 年（２０２２年 12 月末）において、八王

子市における外国人人口は過去最多の 14,196 人

となっており、これは４０年前の 1980 年と比較す

ると１０倍以上である。また、そのうち在留資格内

訳において永住者と技術・人文知識・国際業務が大

幅に増えている。このような長期滞在が想定され

る滞日形態の増加により、外国人住民による家族

形成が進み、外国人の子供たちが増加してくるこ

とが予想される。そのため、今後八王子市ではます

ます多文化共生のまちづくりが重要となってくる。

そこで、お互いへの理解や日本社会に馴染むため

の有用な場として、学校教育に着目した。そして、

先進事例である静岡県浜松市と神奈川県横浜市の

取り組みと独自の質的調査を参照し、より広い視

野に立った教育政策を本研究より提案する。 

 

 

２．現状分析 

まず、八王子市の HP（最終更新日：令和 5 年 4

月 1 日）を参照すると、八王子市では日本語の習

得が充分ではないあるいは日本語での会話の困難

な外国籍の子どもに対して、３つの小・中学校で週

2 回、1 回 2 時間の通級の形態をとり、日本語学級・

日本語指導を行っている。他には、NPO 法人八王子

国際協会で八王子駅前と北野で週 1 日の頻度で日

本語学習支援を行っている。ただし他に多文化教

育の政策で目立ったものはなかった。 

 

 

３．先進事業の実証例 

神奈川県横浜市では拠点施設に週３日・４週間通

って初期の集中的な日本語学習や学校生活の体験

を行っている。また、これには教員免許所持者と日

本語指導の資格保持者がペアとなり、担任として

授業を行っている。さらに、令和元年ノウハウを元

に独自教材「ひまわり練習帳１」が作成され、段階

ごとに 3 種類ある。またこの施策について令和元

年度市の教育委員会のアンケートより、拠点施設

を利用した場合、児童生徒又は学校にとって「有

効」、「まあまあ有効」という回答が、編入生の 9 割

以上、就学前教室で 76.5％となり、高い評価を得

ている。また、静岡県浜松市では就学前学校体験教

室「ぴよぴよクラス」という学校生活の疑似体験の

場を設け、就学前の外国籍の児童に日本の小学校

生活を３日間体験してもらっている。大学生ボラ

ンティアがこれを行い、さらに彼らは小学１年生

の外国人児童が学校の授業に SAT（スーパーアシス
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タントティーチャー）として授業補助をする。加え

て、入学説明会に大学生ボランティアが赴き、ぴよ

ぴよクラスについて説明し、参加募集を行う。ま

た、開催前に参加希望のあった外国人世帯を大学

生ボランティアが訪問し、保護者に対して子供の

日本語能力や食事の嗜好等を聞き取り、子供に対

して適切な指導や支援を行っている。また、クラス

の開催中も大学生ボランティアは保護者に子供の

クラスの状況を随時連絡し、保護者との信頼関係

を構築するとともに、学校教育の重要性を説くこ

とで、不登校防止につなげている。この事業は平成

25 年度から 30 年度までに 100 人の子供が利用し、

子供を受け入れている小学校からは、本事業が外

国人の子供と保護者が抱く就学への不安を解消す

ることに寄与していると評価する声が多く上がっ

ているという。 

 

 

４．課題抽出 

３の先進事例を踏まえると、義務教育過程での 

八王子市の多文化共生施策は不十分である。神奈

川県の横浜市と比較すると、日本語学習の頻度は

少なく、教育体制も未成熟である。現状のように日

本語指導が必要な児童生徒の支援が不十分であれ

ば、日本語の授業についていけないなどの理由か

ら不登校状態になり、最悪の場合犯罪に走るリス

クもある。（産経 2023．10.14）また、保護者にお

ける習慣・文化の差異や日本語能力の不足等から

くる子供の通学への不安感を解消する取り組みも

必要であろう。 

 

 

５．政策提案 

以上より、今後八王子市で導入してほしい政策

として３つ提案する。一つ目は、外国人児童におけ

る日本語学習の頻度を現在の週２回から少なくと

も３回以上に増やし、さらに集中した学習機会を

提供することである。また、到達度に応じた内容の

充実した教材を用いるべきである。他にも、横浜市

の例のように教員免許を持つ教員と日本語指導資

格者がペアで指導を行うなど、日本語学習に加え、

教科学習にも力を入れ質の高い教育を実現すべき

である。このことは、川口市（産経.2023.10.14）

で起きたような日本語の能力不足に基づく非行の

リスクを防ぐメリットがある。２つ目は、就学前の

学校生活の疑似体験プログラムを導入することで

ある。浜松市の「ぴよぴよクラス」のように、保護

者の文化的差異による不安を解消する入学準備の

環境を整えることで、学校への定着が期待できる。

３つ目は、大学生ボランティアを活用することで

ある。そして、保護者との橋渡し役となってもら

い、子どもの学業状況について定期的に共有して

もらうこと、また就学体験のサポートをしてもら

う。これは、大学生にとって貴重な学びとなり、将

来の就職活動にもプラスになる経験としてメリッ

トがある。 
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